
 

 

平成 26 年 12 月 1 日 

  自動車局安全政策課 

 

貨物自動車運送事業輸送安全規則の一部を改正する省令について 

 

 貨物自動車運送事業による輸送の安全を確保するため、下記について「貨物自動

車運送事業輸送安全規則」を改正し、公布・施行しますので、お知らせします。 

 

記 

 

１．背 景 

（１）道路法第四十七条の規定等に違反する行為の防止について 

道路法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第３０号）の成立により、改

正された道路法において、道路の保全の観点から、限度超過車両を繰り返し通行

させている者等に対する監督強化が図られたところ。 

今般、貨物自動車運送事業の輸送の安全確保の観点から、限度超過車両を繰り

返し運行している貨物自動車運送事業者に対する監督強化を図るため、貨物自動

車運送事業輸送安全規則について所要の改正を行う。 

 

（２）運行記録計の装着義務付け対象の拡大について 

国土交通省では、平成２３年１１月より、「トラックにおける運行記録計の装

着義務付け対象拡大のための検討会」において、運行記録計の装着義務付け対象

の拡大等について、学識経験者や業界団体等の意見も踏まえながら検討を重ねて

きたところ。 

今般、現行、運行記録計の装着が義務付けられている車両総重量８トン以上又

は最大積載量５トン以上のトラック等に加え、車両総重量７トン以上８トン未満

又は最大積載量４トン以上５トン未満のトラックについても、死亡事故や重軽傷

事故が多発していること、長距離・長時間輸送が比較的多い状況にあることを勘

案して、交通事故削減の観点から一層重点的な安全対策を行うべく、新たに運行

記録計の装着義務付けの対象に含めるべきであるとの結論が平成２６年３月に

得られたことから、貨物自動車運送事業輸送安全規則について所要の改正を行

う。 

 

２．概 要 

（１）道路法第四十七条の規定等に違反する行為の防止について 

貨物自動車運送事業者等の遵守事項として、道路法第四十七条の規定等に違反

する事業用自動車による運行の防止について、運転者に対する適切な指導及び監

督を怠ってはならないこと等を新たに追加する。 

 



（２）運行記録計の装着義務付け対象の拡大について 

一般貨物自動車運送事業者等の事業用自動車のうち、運行記録計による記録及

び当該記録の保存を行うことを義務付ける対象を「車両総重量が８トン以上又は

最大積載量が５トン以上の普通自動車である事業用自動車」から「車両総重量が

７トン以上又は最大積載量が４トン以上の普通自動車である事業用自動車」に拡

大する。 

 

３．今後のスケジュール 

  公  布： 平成２６年１２月１日 

  施  行： （１）平成２７年１月１日 

        （２）平成２７年４月１日（新車として購入し、平成２７年４月

１日以降に、新規登録を受ける車両に限る。） 

                      平成２９年４月１日（その他の車両） 

 

 

 

【問い合わせ先】 

国土交通省自動車局安全政策課 黒崎、河野（（１）関係） 

               岩本、鯖戸（（２）関係） 

 電話 03-5253-8111（内線 41624） 03-5253-8566（直通） ＦＡＸ 03-5253-1636 
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一
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又
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行
う
こ
と
。

八
～
十
七

（
略
）

八
～
十
七

（
略
）

２
～
４

（
略
）

２
～
４

（
略
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附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
七
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
九
条
第
一
号
の
改
正
規
定
及
び
次
項
の
規
定
は
、
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る

。（
運
行
記
録
計
に
よ
る
記
録
に
関
す
る
経
過
措
置
）

２

前
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
日
前
に
道
路
運
送
車
両
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
五
号
）
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
登
録
を
受
け
た
事
業
用
自
動
車
に
係

る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
輸
送
安
全
規
則
第
九
条
第
一
号
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
は
、
な

お
従
前
の
例
に
よ
る
。


